
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料１】 

令和 7年 1月 15日 

第３回伊達市地域創生有識者会議資料 

第３期 伊達な地域創生戦略（素案） 
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序 章 第３期伊達な地域創生戦略の策定にあたって 
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策定の経過・趣旨                                   

（１）伊達な地域創生戦略策定の背景 

国は、人口急減、超高齢化という大きな課題に直面しており、これら課題の解決

に向けて、平成26年11月「まち・ひと・しごと創生法」が成立しました。そして同年

12月、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

が閣議決定されました。「まち・ひと・しごと創生法」においては都道府県・市町村に

よる「地方版総合戦略」の策定が努力義務とされており、本市においても第１期と

なる「伊達な地域創生戦略」を平成28年１月に策定しました。 

このような中、令和２年１月以降、世界的大流行（パンデミック）とみなされる新

型コロナウイルス感染症の感染拡大は、国民生活や経済活動を維持させる観点か

ら、それまでデジタル化が進んでいなかった領域を含め、デジタルの活用を広げる

とともに、わが国のデジタル化の遅れを浮き彫りにしました。 

こういったことを受け、令和４年12月には、国においてデジタル田園都市国家

構想総合戦略が閣議決定され、地域の個性を生かしながらデジタルの力によって

地方創生の取組を加速化・深化すべく、そのためのデジタル化を強力に推進するこ

とが示されました。 

本市においては、人口減少への対応を図るため、本市の人口の現状や将来展望

を示した人口ビジョンと、人口ビジョンで示す将来展望を踏まえ、平成27年度か

ら令和元年度までの「第１期伊達な地域創生戦略」（以降第１期戦略）及び令和２年

度から令和６年度までの「第２期伊達な地域創生戦略」（以降第２期戦略）を策定し、

取組を進めてきました。 

第１期戦略及び第２期戦略で行ってきた取組により、近年、転出超過数が抑制さ

れるとともに、年少人口（0歳から14歳）の転入超過数は県内で最も多くなるなど

一定の成果を上げてきました。しかし、依然として人口減少は続いており、更なる

対応が求められています。 

また、国においてデジタル技術を活用して地方の社会課題解決を図る新たな方

針が示されたことに伴い、本市においてもデジタル技術を取り入れ、これまでの取

組を継承・発展させることが重要です。 

これらの状況を踏まえ、本市の強みや特色を生かした今後５か年の地方創生の

指針として、「第３期伊達な地域創生戦略」（以降第３期戦略）を策定します。 

 

 

 

 

 

 
市の花 『もも』 市の木 『あかまつ』 市の鳥 『せきれい』 
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（２）第３期戦略が目指す将来都市像と基本目標 

本市の最上位の計画である伊達市第３次総合計画では、伊達市発展のための最重

要かつ緊急の課題として「人口減少社会への対応」を位置付け、本市の将来を見据え

た持続可能な発展を図るための中心的なテーマとなっています。この最重要課題に

対する計画が本計画であることから、総合計画と同じく「人と緑と歴史が結び合うひ

かり輝く田園空間・伊達市」を将来都市像として掲げます。 

また、市の将来像の実現のため、第２期戦略から引き続き下記の３つの基本目標

を掲げ具体的な施策を展開していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇伊達にきてくなんしょ 

     市内外に本市の魅力を発信し、訪れたくなるまちをつくり、移住者等を含め新た

な事業を促進し働く機会の創出を図ります。 

       また、性別・年齢階層別の人口移動から若い世代の転出が多い状況にあるため、

若い世代から選ばれるまちとなる施策を実施していきます。  

 

〇おらほの子育て日本一 

次世代を担う子どもたちを安心して生み育てられるよう、出会いから妊娠・出産・

子育て・教育に至る切れ目のない支援を一層積極的に推進し、未来を拓く子どもを

守り・育むまちづくりを進めます。 

また、子どもたちが自然や地域社会との関りを通して、心豊かな人間性とふる

さとに愛着と誇りを持てる施策を推進します。 

 

   〇“せっかくどうもない” 

市民同士のつながり、市民・市民活動団体・民間企業等と行政のつながりを一

層強め、多くの人々が力を合わせ、ともに働くまちづくりを進めるとともに、子

どもから高齢者に至るまで、誰もが障がいの有無等にかかわらず、住み慣れた地

域の中で心豊かに安心して過ごせるよう、地域全体で支えあう施策を推進します。 

 

人と緑と歴史が結び合う ひかり輝く田園空間・伊達市 

《基本目標》 

１ 伊達にきてくなんしょ 
【しごとをつくり、新しい人の流れをつくる】 

 
２ おらほの子育て日本一 

【若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる】 
 

３ せっかくどうもない 
【生きがいをもって暮らす地域共生社会をつくる】 

 

《将来都市像》 
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霊峰「霊山」 
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第１章 伊達市の人口分析と人口シミュレーション      
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１ 時系列による動向分析                                 

  第３期戦略を策定する上で、人口の動向分析を行います。 

（１）総人口の推移及び将来の推計   

 令和２（2020）年国勢調査による本市の総人口は58,240人で、これは平成

２２（2010）年を基準とする現行人口シミュレーションにおける低位パターン

である59,234人を下回っています。 

 令和５（2023）年に国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が公表した将来

人口推計においても、低位パターンを下回り推移する見通しとなっています。 

 令和２（2020）年国勢調査以降の人口動向をみると、現状では社人研が公表

した将来人口推計をなぞるように推移しています。 

 

  

 

 

 

 

 

《参考：人口の実績と第２期戦略策定時の低位パターン推計値との比較》 

 

《参考：人口の実績と第２期戦略策定時の低位パターン推計値との比較》 

 

 

 

 

 

 

図表１ 人口の推移及び将来の推計 
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（２）年齢階層（３区分）別人口の推移 

 生産年齢人口（15～64歳）は1990年代から減少に転じ、現状その流れは変

わっていません。 

 年少人口（0～14歳）も減少が続き、老年人口との差が拡大しています。 

 老年人口（65歳以上）は増加の一途を辿ってきましたが、令和２（2020）年以

降の福島県現住人口調査ではやや減少しています。 

 令和２（2020）年時点で、生産年齢人口は老年年齢人口を約１万人上回って

いましたが、直近の令和５（2023）年では約8,400人弱まで差が縮まってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ 年齢３区分別人口の推移 

 

出所：国勢調査、福島県現住人口調査 
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２ 人口シミュレーション                       

（１）推計方法 

 第３期の人口シミュレーションは本市の合計特殊出生率：直近５年平均値で推

計しました。 

 また、参考値として、本市の希望出生率で推計したデータを表示しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所 

（人） 

図表３ 人口シミュレーション 

 

参考値 

人口シミュレーション 

参考値 

※1 純移動率＝特定の時期及び場所における転入者と転出者の差を表す比率。社会移動率のこと. 



9 

 

（２）人口推計の推移 

 人口シミュレーションで、令和２（2020）年時点の総人口が58,240人に対し、

令和２２（2040）年では、28％減少し42,054人になり、令和52（2070）年

では63％減少し21,343人になると推計されます。 

 

（３）合計特殊出生率※１の独自推計 

市町村の合計特殊出生率の公表については「人口動態統計特殊報告」で５年間

の平均値として公表されています。直近のデータは平成30年から令和４年分の平

均値の公表となっています。 

本市では第３期戦略を策定するにあたり、最近の動向を確認し、令和元（2019）

年から令和５（2023）年の出生数・女性人口のデータから合計特殊出生率を独自

に算出しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計特殊出生率（令和元年～令和５年） 1.21 

 

※１ 合計特殊出生率＝一人の女性が生涯に産むこどもの平均数を示す指標で、特定の年の特殊出生率を全ての年齢層で

合計したものです。その年の一定年齢ごとの出生率を 15歳から49歳までの全て足し合わせた数値を指します。 
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（４）希望出生率の算出方法 

本市の希望出生率を算定するため、以下の数値と計算式より算出しました。 
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図表4 希望出生率の算出式 

式 

 

⑦希望出生率※２＝｛(①有配偶者割合×②夫婦の予定子ども数)＋(③未婚者数割合×④独身者の 

うち結婚を希望する者の割合×⑤独身者の理想子ども数)} ×⑥離別等効果※1 

＝ {（23.6%×2.00 人）＋（76.4％×78.5％×1.73 人）}×0.966 

＝1.46 

出所：伊達市住基データ、国立社会保障・人口問題研究所 

福島県のデ

ータ公表後

に記載予定 

※１ 離別等効果＝出生率は初婚どうし夫婦の実績データに基づいているものの、実際には、離婚や死別、再婚等を経験す 

る女性が存在し、こうした女性の完結出生児数は初婚どうし夫婦の女性に比べて低い傾向があることから、こうした影 

響を補正するための係数として使用されるものです。 

※２ 希望出生率＝女性が「理想的には何人の子どもを持ちたいか」という数を指しています。一定の年齢層などに調査をし 

算出します。 
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（５）合計特殊出生率の推移 

 本市の合計特殊出生率の推移をみると、平成25（2013）年～平成29

（2017）年には1.31、平成30（2018）年～令和４（2022）年は1.25となり、

県全体に加え国全体を下回っています。 

 これまで本市を上回っていた県や国の合計特殊出生率はコロナ禍となった令

和2（2020）年以降大きく低下し、令和５（2023）年は県が1.21で国が1.20

となっています。 

 本市においてもコロナ禍の影響は大きいとみられ、本市の合計特殊出生率直

近５年平均値1.25からさらに低下していることが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表５ 合計特殊出生率の推移と比較 
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（６）年齢層階級別人口移動の長期的動向 

 0歳～4歳から5歳～9歳になる年代においては近年、転入超過の傾向にあり

ます。 

 大学進学や就職等により、15歳～19歳から20歳～24歳になる年代におい

て大幅な転出超過となる傾向は続いています。ただし、近年は少子化や経済状

況を反映し縮小しているものとみられます。 

 30歳～34歳から35歳～39歳になる年代（子育て世代）においても若干です

が転入超過の傾向です。 

 一方、４０代以上に関しては、大きな転入転出の差は見られません。つまり高

校･短大･大学等卒業後の就職や住宅建築を機に市内に戻ってくる人数にも大

きな変化はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６ 年齢階級別人口移動の推移（男女合計） 
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（７）自然増減の推移（出生者数・死亡者数） 

 自然増減について、出生数は出生率の低下や母親世代人口の減少の影響で減

少傾向が続き、直近では年間２００人台前半まで低下しています。 

 老年人口の増加に伴い、２０００年代に入り死亡数は増加し、直近では年間

1,000人に迫っています。 

 出生数減少、死亡数増加により自然増減のマイナスは拡大する一方で推移し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表７ 出生・死亡数の推移 
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（８）社会増減の推移（転出者数・転入者数） 

 社会増減について、2000年代に入ると転入者数・転出者数ともに次第に減

少してきましたが、転出者数が転入者数を上回る状況が続いています。 

 ただし、令和４（2022）年と令和５（2023）年は転入者数・転出者数の差が小

さくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）性別・年齢階級別人口移動の推移（近年） 

 

 

 

 

図表８ 転入者・転出者数の推移 

 

出所：福島県現住人口調査 
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（9）性別・年齢階級別人口移動の推移（近年） 

 令和元（2019）年以降の転入超過数を10歳区分でみると、男女ともに「20～

29歳」で転出超過※1が最大で、マイナス幅は女性が男性を上回っています。た

だし、「20～29歳」の転出超過は令和４（2022）年及び令和５（2023）年に

縮小しています。 

 性別にみると、３０代以降の男性は女性に比べ転入超過※2となる年代が多くな

っています。 

 「0～9歳」は引き続き転入超過を維持しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表９ 年齢階級別転出入超過数（男女別） 

 

※１ 転出超過＝一定期間における転出数が転入数を上回っている状態 

※２ 転入超過＝一定期間における転入数が転出数を上回っている状態(転入超過数＝転入数－転出数) 
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（10）年少・生産年齢人口移動の市町村別動向 

 令和元（2019）年から令和５（2023）年の人口移動の累計をみると、本市の

年少人口（0歳～14歳）は402人の転入超過となり、県内で最も転入超過の

多い自治体となっています。住宅団地の開発や子育て支援の取組などが成果

に結びついているものとみられます。 

 一方、同じ期間における本市の生産年齢人口（１５歳～６４歳）については969

人の転出超過となっています。市町村別でみると、概ね人口規模に比例する傾

向がみられるのは本市においても同様となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１０ 年少人口（0～14歳）の人口移動の市町村別状況（2019～2023年累計） 

 

図表11 生産年齢人口（15～64歳）の人口移動の市町村別状況（2019～2023年累計） 
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３ 人口分析結果のポイント（考察）                        

 

 出生数は母親世代人口の減少の影響で減少傾向が続き、平成25（2013）年

と比べると10年で31％減少し、直近では年間200人台前半まで低下してい

ます。 

 死亡数は増加傾向が続き、平成25（20１3）年と比べると5％増加していま

す。                                                                                                             

 社会増減について、転出者数が転入者数を上回る状況ではあるものの、

2000年代に入るとその差は次第に小さくなってきています。 

 令和元（2019）年から令和５（2023）年の人口移動の累計をみると、本市の

年少人口（0歳～14歳）は402人の転入超過があり、県内で最も転入超過の

多い自治体となっています。 
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第２章 第２期戦略の評価と第３期戦略の方針       
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１ 第２期戦略の評価                                  

第２期戦略は、伊達市第３次総合計画と連携して地方創生を推進するものと位置

づけ、人口減少問題を克服するため、人口減少による本市への影響、ならびに本市

における地方創生の課題等を改めて検討し、重点的かつ戦略的に取り組むべきこ

とを記述しました。 
令和２年度から令和６年度の５か年間を対象とした第２期戦略の評価にあたって

は、重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成状況及び事業成果がもたらした施策への影響

を基に、庁内の関係部署による自己評価の結果を踏まえ、学識経験者その他専門

的知見を持つ有識者にも参画いただき評価を行いました。 
 

（１）人口動態 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

総人口 58,962 58,079 57,270 56,404 

 前年比増減 ▲779 ▲883 ▲809 ▲866 

自然増減 

出生者数 282 262 228 229 

死亡者数 896 957 1,009 980 

増減 ▲614 ▲695 ▲781 ▲751 

社会増減 

転入者数 1,374 1,295 1,413 1,398 

転出者数 1,528 1,448 1,432 1,450 

増減 ▲154 ▲153 ▲19 ▲52 

 

その他 

増 15 12 7 12 

 減 26 47 16 11 

 増減 ▲11 ▲35 ▲9 ▲63 

  出所：伊達市住基（各年度３月末日現在） 

1 Key Performance Indicator の略。目標を達成する上で、その達成度合いを計測・監視するための定量的な指標

のこと。 
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（２）伊達市地域創生戦略有識者会議における評価内容 

人口動態 目標達成状況 施策評価 事業評価 総 合 評 価 

R２年度 

 5８,962人 

 

R３年度 

 58,079人 

 

R４年度 

 57,270人 

 

R５年度 

 56,404人 

 

 

低位パターン

よりもさらに

人口減少が

進んでいる 

基本目標１ 

・１人当たりの 

市民所得 

2,387千円 

（目標値の96％） 

 

・転入者数累計 

  5,480人  

（目標値の69％） 

Ａ：４ 

Ｂ：10 

Ｃ：４ 

Ｄ：０ 

Ｅ：０ 

Ａ：３ 

Ｂ：６ 

Ｃ：９ 

Ｄ：０ 

Ｅ：０ 

３つの基本目標の１つ目、「伊達にき
てくなんしょ」では１人当たりの市民所
得及び転入者数累計は目標値には到達
していない。一方で第１期戦略と比較
し、企業誘致や新規起業件数が増え、人
の流れや雇用の創出に良い影響を示し
ている。 
２つ目の「おらほの子育て日本一」で

は出生数累計及び20～39歳の人口抑
制は目標値には到達していない。 
３つ目の「せっかくどうもない」ではお

達者度年齢が男女ともにほぼ目標値に
到達している。また、伊達市に住み続け
たいと思う市民の割合についても目標
値を超えて到達している。 
日本全体で人口減少が進む中、伊達

市も人口減少抑制の事業を進めてきた
が、目標値を達成できないところもあっ
た。市としては現在伊達市に住んでいる
住民が伊達市に誇りを持てるような環
境を整えることが重要だと考える。    
いずれも長期的視点で取り組むべき

ものであるため、継続を力にするという
姿勢で引き続き努力していくことが望
まれる。 

基本目標２ 

・出生数累計 

1,001 人 

（目標値の63％） 

 

・20～39歳の人口 

9,312 人 

（目標値の92％） 

Ａ：１ 

Ｂ：14 

Ｃ：０ 

Ｄ：０ 

Ｅ：０ 

Ａ：３ 

Ｂ：７ 

Ｃ：５ 

Ｄ：０ 

Ｅ：０ 

基本目標３ 

・「お達者度」 

（健康寿命） 

 男：82.67 歳 

 女：86.08 歳 

（目標値の 

 男：≒100％ 

 女：≒100％） 

 

・伊達市に住み続けた

いと思う市民の割

合 80.9％ 

（目標値の 100％） 

Ａ：２ 

Ｂ：４ 

Ｃ：２ 

Ｄ：０ 

Ｅ：０ 

Ａ：２ 

Ｂ：３ 

Ｃ：３ 

Ｄ：０ 

Ｅ：０ 

  

 

 

 

 

（３）総括 

 地域創生戦略有識者の総合評価を踏まえ、基本目標など全体の枠組みを維持するとと

もに、各事業に対する課題を整理し、事務事業の改善、工夫を図りつつ、第３期戦略に反

映していくことで、引き続き人口減少対策に努めていく必要がある。 
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２ 第３期戦略の方針                                 

本市は、まち・ひと・しごと創生法に基づき、令和２年度から令和６年度までを計

画期間とする第２期戦略を策定し、将来の人口減少社会を見据えた各種事業を推

進してきました。そのような中、国は令和４年12月に、デジタルの力を活用して地

方創生を加速化・深化させ、全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会の実現

に向けて、国の総合戦略を「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（令和５年度～令

和９年度）に変更し、令和５年４月に施行しました。 

本市においても、国の総合戦略などを考慮し、引き続き将来の「人口減少社会へ

の対応」を見据えて、人口流出抑制などにつながる各種事業の推進を図る必要があ

ります。人口減少や超高齢化といった中・長期的な課題に対しては、地方創生を実

現するための取組を継続的に行うことが重要です。 

また、デジタル技術を活用した自治体業務の変革と市民の多様なライフスタイル

に寄り添える地域社会の実現のため「伊達市DX推進方針」を踏まえた取組により、

さらなる発展を目指します。 

これまでの第１期戦略及び第２期戦略で掲げた基本目標や施策は、一定の成果を

上げてきました。第３期戦略でもこれらを基盤として、引き続き地域の特性や強み

を活かした取組を推進します。これにより、継続性を持たせつつ、中・長期的な視点

で地方創生の課題に取り組んでいきます。 

また、基本目標及び施策を実現するための具体的な戦略事業については、適宜、

効果検証を実施し、その結果に基づいて見直しを行います。定期的な検証と見直し

のプロセスにより、柔軟かつ迅速な対応を行い、地域の変化するニーズに対応しま

す。 
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３ ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）との関連性                              

ＳＤＧｓとは、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に取り組むため「持続可能な開

発目標」であり、平成27（2015）年に国連において採択された「持続可能な開発の

ための2030アジェンダ」の中で定められた、「誰一人取り残されない」社会の実現

に向けた17の目標のことです。 

第３期戦略では、ＳＤＧｓの理念を念頭に事業を展開することで持続可能なまちづ

くりの推進を図ります。 

 

《ＳＤＧｓにおける17の目標》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画期間                                         

令和７（2025）年度～令和11（2029）年度までの５年間を対象とします。 

 

５ 戦略の進行管理                                     
第３期戦略の実効性を高めていくためには、基本目標と施策について数値目標

とＫＰＩを設定し、客観的な効果検証を行うとともに、課題の分析や改善・見直しに

よるＰＤＣＡサイクルに基づき、適切な進捗管理が重要となることから、市長を本部

長とする「伊達市地域創生本部」及び「伊達市地域創生本部幹事会」において、進捗

管理を徹底していきます。 

また、産・官・学・金・労・言、各分野の代表者によって 

組織する「伊達市地域創生有識者会議」において効果検   

証を行い、着実な成果につなげていきます。 

 

 

 

 

《イメージ図》 
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６ 第３期戦略策定及び検証の組織体系                            

地方創生を効果的、かつ効率的に推進していくために、産・官・学・金・労・言など

様々な有識者で構成する外部組織「伊達市地域創生有識者会議」と庁内組織「伊達

市地域創生本部」を設置しています。 

 

 

                              《組織体系図》 
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7 伊達な地域創生戦略の位置づけ                        

第３期戦略は、伊達市第３次総合計画に定める６つの施策の中から地方創生に関

する課題や施策を抜き出し、それに対して第３期戦略に掲げる３つの基本目標を横

ぐし的に展開し、地方創生の推進を継続することで、地域資源を磨き、住民の「幸せ

度」を上げ、魅力ある地域づくりを継続し、急激な人口減少を抑制することを目的

に策定します。 

市町村単位で人口減少に立ち向かうということは、未来への先行投資が必要不

可欠であることを認識し、庁内一丸となって対策に取り組む必要があるため、その

指針となることが本戦略には求められています。 

第３期戦略は、伊達市第３次総合計画と連携して地方創生を推進するものと位置

づけ、人口減少問題を克服するため、人口減少による本市への影響及び本市におけ

る地方創生の課題等を改めて検討し、重点的かつ戦略的に取り組むべきことを記述

したものです。 

 

《イメージ図》 
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8 人口減少対策の基本的な方向性                           

人口減少対策は、人口減少及び少子高齢化の抑制とそのマイナス影響を最小限

に留めることであり、対策としては自然減対策と社会減対策の二つに大別されま

す。 

自然減対策としては、出生数及び婚姻件数の増加のため、結婚支援、保育・子育

て支援などの対策を進める必要があります。 

社会減対策としては、進学期・就職期の異動、結婚や家族の増減に伴う異動、

UIJターン（移住・定住）を見据えた対策や若者が伊達市内で生活していきたいと

思えるような環境づくりが必要となります。 

さらに、年齢階層別で見た場合、社会の活動を維持するため生産年齢人口の減

少（働き手・担い手の減少）に対応した対策を進めることが必要です。 

人口減少に伴い、社会システムの見直しも求められます。公共インフラや生活イ

ンフラ、コミュニティ、開発・土地利用、公共サービスなど、さまざまな分野での再

評価・再構築が必要となってきます。 

また、高齢者が住み慣れた地域で、安全・安心に生活を営むことができるような

取組や市民一人ひとりが、伊達市に愛着をもち、住み続けたいと思えるまちづくり

が必要です。 

これら総合的な対策を通じて、長期的な視点で人口減少社会への対応を図り、

持続可能で魅力ある地域の実現を目指す必要があります。 
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9 DX（デジタルトランスフォーメーション）１の推進による対応と方針   

国は、デジタル社会の将来ビジョンに「デジタルの活用により、一人ひとりのニー

ズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会」を掲げ、

「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化」を推進しています。 

本市では、令和３年７月に伊達市DX推進方針を策定し、デジタル化を手段とし

て、制度や政策、組織のあり方等を変革していこうとしています。さらに、「個人認

証」と「データ連携」の技術を活用したデジタルの取組を民間企業等と連携して広

げていきます。 

コロナ禍を経験し、ニューノーマル（新しい生活様式）への転換が大きく進んだ社

会の変化を追い風に、「時計の針を戻す」ことなく、地域が直面する様々な課題を

解決し、地域に新たな価値を生み出す取組を加速させることが重要です。 

伊達市DX推進計画で定める「行政のデジタル変革」と「地域のデジタル変革」を

進め、第３期戦略の取組をしっかりと下支えしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  DX（Digital Transformation） 直訳すると「デジタルによる変容、あるいは変革」。DXの提唱者であり、この言葉

を最初に用いたエリック・ストルターマン氏（現インディアナ大学教授）は「デジタル技術の浸透が、人々の生活をあらゆる面

でより良い方向に変化させる」と表現している。 

出所：伊達市DX推進方針 
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1 

 

 

 

 

 

 

第３章 第３期 伊達な地域創生戦略            
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Ⅰ 第 3期戦略の基本目標 

第３期戦略では、「継続を力にする」という視点で、まち・ひと・しごとの創生（地

方創生）に向けて第１期戦略で設定した３つの基本目標を第２期戦略に引き続き継

続して掲げます。 

その内、施策については、これまで以上に事業間の連携を意識し、より高い水準

の相乗効果を得ることでＫＰＩの達成によるプロジェクトの推進、基本目標の達成、

ひいては人口減少の抑制を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 基本目標ごとの施策展開① 

Topics 福島の方言 

きてくなんしょ     ：福島県の方言で「来てください」という丁寧な言葉。 

 

おらほ         ：東北弁で「私たちの方、私たちのところ」という意味。 

 

せっかくどうもない  福島県中通り北部地方の方言で「わざわざありがとう」や 

「いつもお世話様」など、互いを思いやり心の寄り添う言葉。 

基本目標 具体的なプロジェクト 

伊達にきてくなんしょ 

おらほの子育て日本一 

“せっかくどうもない” 

     1-1 
新しいしごと・雇用創出 

プロジェクト 

     1-2 
地域特産を活かした産業振興 

プロジェクト 

     1-3 
様々な交流による移住定住推進 

プロジェクト 

     2-1 
結婚・出産・子育て応援 

プロジェクト 

     2-2 
社会に貢献する人材育成 

プロジェクト 

     2-3 ふるさとへの愛着と誇り醸成 

プロジェクト 

     3-1 
元気な市民の生涯活躍 

プロジェクト 

     3-2 ともに紡ぐ協働のまちづくり 

プロジェクト 

     3-3 
連携による持続可能な地域づくり 

プロジェクト 

基本目標 

1 

基本目標 

2 

3 

基本目標 

：東北弁で「私たちの方、私たちのところ」という意味。 

 

：福島県中通り北部地方の方言で「わざわざありがとう」や 

「いつもお世話様」など、互いを思いやり心の寄り添う言葉。 
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数値目標 

指標名 基準値 目標値 

１人当たりの市民所得 
2,408千円 

（Ｒ３）※１ 

2,８７１千円 

（Ｒ８） 

社会的増減数 

（５年間の累計） 

△641人 

（Ｒ１～Ｒ5年度累計） 

△450人 

（Ｒ７～Ｒ１１年度累計） 

 

 

【具体的なプロジェクト】 

１-１ 新しいしごと・雇用創出プロジェクト 

１-２ 地域特産を活かした産業振興プロジェクト 

１-３ 様々な交流による移住定住推進プロジェクト 

 

 

  

伊達にきてくなんしょ 

1 

基本目標 

～しごとをつくり、新しい人の流れをつくる～ 

※１ 令和６年６月に福島県が公表した福島県市町村民経済計算の概要の令和３年度数値。 
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１ 変わりゆく雇用環境への対応   

👉本市の雇用環境は、急速な変化を遂げてきました。特に商業分野では、ネットシ

ョッピングの普及や人々の消費行動の変化が影響し、従来の商店街や小規模商店

の経営環境が厳しさを増しています。 

令和３年の経済センサス活動調査によると、旧５町に形成されている商店街と

幹線道路沿道に立地する商業施設などを含めた卸売業と小売業の事業所数は６０

５事業所、従業者数は３，９１５人です。人口減少や自動車利用の増加に伴う買い物

行動範囲の拡大、後継者不足などから、既存の商店街は年々衰退傾向にあり、空

き店舗が増加しています。 

このような状況を受け、本市では「伊達市商工業振興計画」を策定し、商業経営

の安定化や起業支援を進めています。 

 

👉工業分野は、地域経済の発展と雇用創出に大きな役割を果たしています。市内

７箇所の工業団地に立地する企業と地場中小企業を中心に展開されており、令和

３年度の経済センサス活動調査によると製造業の事業所数は２３４事業所、従業者

数は４，5３３人です。これまでに既存企業への支援や企業誘致を進めてきました

が、令和４年度には新たな工業団地も完成し、令和５年度には完売、新たな雇用を

創出しています。今後も経営の安定化と企業誘致を進める必要があります。 

 

👉雇用対策では、厚生労働省福島労働局と連携し、若者への就職支援や働きやす

い職場環境の整備に取り組んでいますが、雇用機会の不足や求職と求人のミスマ

ッチ、若者の流出が課題となっています。 

また、女性が安心して働くことができ、安心して子育てができる環境づくりを促

進することで、定住・移住ひいては少子化・人口減少の抑制につなげることも大切

です。企業誘致や産業振興施策の推進により雇用の場を確保し、若者が定着・還流

するまちづくりを目指す必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊達市の現状と課題 
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２ 持続可能な農業の未来を築くために  

👉本市は、肥沃な大地と豊かな水資源に恵まれた環境のもと、農業が地域経済の

基盤を成しています。特に桃やあんぽ柿などの果樹栽培に加え、夏秋きゅうりが盛

んであり、これらの農産物は全国的にも高い評価を受けています。 

 

👉しかしながら、人口減少に伴う少子高齢化の影響を受け、本市も農業従事者の

高齢化が急速に進み、担い手の不足による農業者数が減少しており、熟練農業者

の生産技術が失われ、付加価値の高い農産物の生産が困難になることが懸念され

ます。 

さらには、遊休農地が増加することで有害鳥獣による被害も増加しています。こ

れらの課題を解決するためには、農業の担い手の育成・確保が急務です。若者や新

規就農者を対象とした支援策を強化し、農業の魅力を高める取組が必要です。 

また、生産性の向上を目指し、IoTやAIを活用したスマート農業の導入も重要で

す。これにより効率的で持続可能な農業経営を実現し、地域経済の活性化につな

げることが求められます。 

さらに、農産物のブランド化や地域資源を活かした６次産業化を推進し、消費拡

大に向けた持続的なプロモーション活動を続けることが必要です。 

 

3 交流を通じた地域活性化と人材育成  

👉本市では、国内外の地域との交流を通じて地域活性化や人材育成を推進して

います。北海道松前町やアメリカ合衆国マサチューセッツ州リヴィア市との姉妹都

市協定をはじめ、滋賀県草津市、長野県南牧村、千葉県白井市、茨城県筑西市との

友好交流都市協定により、小中学生の交流やイベント参加を行っており、地域の魅

力の再発見や郷土愛の醸成に寄与しています。また、市民主体の交流を促進する

ための取組も重要となります。 

 

👉観光もまた、地域経済の活性化に寄与し、新しい人の流れを生み出す重要な要

素です。本市には優れた自然環境や歴史文化、食資源、多彩な観光資源が豊富に

ありますが、既存観光資源のさらなる磨き上げや農作物や特産物を活かした食と

観光の強化、広域観光体制の充実、情報発信の強化が必要です。高速道路網の整

備により、交通の利便性が大幅に向上しています。移動時間の短縮、アクセスの向

上が図られ、ビジネス・観光のほか様々な人的交流の活発化、地域間での交流の活

性化が期待されます。 

 

👉さらに、グローバル化が進展する中で、国際コミュニケーション能力や多文化共

生の重要性が増しています。学校教育では外国語教育や国際理解教育を推進し、

国際交流員の配置により子どもたちの英語体験活動や市民向けの英語講座、多言

語による市の情報発信などを行っています。これからも、国際交流員の活用や国

際交流関連団体との連携を強化し、多くの市民が英語に親しむ環境の整備や多文

化共生のまちづくりを積極的に進めていく必要があります。 
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👉良好な住宅や住環境の整備も、定住・移住を促進する上で重要な条件です。こ

れからも市民が求める快適・安全・安心な住まいの供給や確保を進めるとともに、

住宅取得の支援や新婚世帯の住宅費用補助など、定住・移住支援策を充実させる

必要があります。 

 

👉市民参画・協働の推進も不可欠です。市民や市民活動団体、民間企業等と行政

が協働してまちづくりを進めるために、情報共有や連携体制の強化が重要です。市

民活動支援センターの活用や広報活動の充実、大学や民間企業との連携協定を通

じた地域活性化の取組を進めていくことが求められます。 
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【目 標】 

市内への企業立地、増設や商店街を中心とした空き店舗活用を支援することで、

地域経済を活性化させ、新規雇用を生み出します。 

また、若者に地元企業に就職してもらえるよう、地元企業の認知度を上げるため

企業説明会等を実施します。 

 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題解決に向けた具体的な施策 

   １-１ 新しいしごと・雇用創出プロジェクト 

指標名 単位 
現状値 
（Ｒ5年度） 

目標値 
（Ｒ11年度） 

企業立地・増設件数 件 
９ 

（Ｒ１～Ｒ５） 

10 
（Ｒ7～Ｒ11） 

新規起業件数 件 
１1 

（Ｒ１～Ｒ５） 

15 
（Ｒ7～Ｒ11） 

「地域職業相談室」での就職率 ％ 
31.4 
（R4）※１ 

３２．０ 

 

内  容 

〇新規企業の立地や既存企業の施設の増設を推進し、地域経済の発展と新たな雇用の創出

を図ります。また、市内企業への各種支援を強化し、地場産業の活性化を促進します。  

〇商店街の活性化に向けて、商工会と連携し、空き店舗の改修や家賃の補助など、新規起業

支援を行い、地域経済の基盤を強化します。さらに、大型商業施設の集客効果を活用し、市

内周遊の推進に取り組みます。 

〇若者の地元定着を目指し、厚生労働省福島労働局と連携した就職支援を強化するととも

に、女性や高齢者、障がい者など多様な人材の雇用対策の充実を図ります。  

〇新規起業支援の一環として、「チャレンジショップ」の取組や起業支援体制を構築し、起業希

望者が相談しやすい環境を整えます。  

 

デジタルを活用した考えられる取組例 

・企業誘致・起業支援情報の一元化 

・就職支援（企業説明会、マッチングサービス） 

・就職支援・企業支援の成果分析 

・オンライン企業説明会 

 

※１ 近年の傾向を踏まえ、令和４年度の実績値を記載。 
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【目 標】 

本市の重要産業である農林業の魅力と可能性を伸ばし、特に若者や新規参入者

の増加を目指します。技術革新やブランド戦略を推進し、持続可能な農業の活性化

に取り組みます。 

 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題解決に向けた具体的な施策 

   １-２ 地域特産を活かした産業振興プロジェクト 

指標名 単位 
現状値 
（Ｒ５年度） 

目標値 
（Ｒ11年度） 

新規就農者数（実）  人 35 40 

農業産出額 千万円 
1,812 

（R４）※１ 
2,198 

ふるさと納税に係る参画事業者数 社 91 118 

 
内  容 

〇関係機関や関係団体と連携し、サポート体制の強化や地域計画の実現を進めることで、地

域農業を支える新規農業者の育成・確保を図ります。また、農業経営の組織化を促進し、定

住・移住促進施策と連動した新規就農者の掘り起しと着実な就農の支援を強化します。  

〇データに基づく環境制御農業を導入する生産者を支援するとともに、ロボット技術やICTを

活用した超省力・高品質生産を実現するスマート農業を推進します。 

〇地域農業の生産性向上とブランド化を図るため、関係機関と連携して合理的な作付け体系

や効率的な生産技術、GAPの導入など時代にあった農業の取組を支援します。  

〇遊休農地の未然の防止と解消、有害鳥獣による被害防止のため、関係機関と連携した調査

や指導、有害鳥獣対策を強化し、農業生産基盤の適正な維持管理を進めます。  

〇６次産業化を推進し、農作物の付加価値を高めるため、「第２次伊達市６次産業化推進戦略」

に基づき、商品開発に取り組む農林業者や商工業者の発掘・育成を支援します。  

〇ふるさと納税制度を活用し、農産物を中心とした返礼品による産業振興を図ります。 

〇道の駅「伊達の郷りょうぜん」や商業施設との連携、学校給食への提供拡大など、地産地消

を促進し、様々な情報媒体による情報発信やトップセールスによる市内外での消費拡大を

図ります。  

〇森林が将来にわたって適正に整備・管理され、木材生産機能をはじめ、多面的な機能が発

揮されるよう、計画的な森林整備を行うとともに、林業従事者の確保に向けて取り組みま

す。さらに、環境学習や木育の場として森林を活用し、地域材の利用を促進します。  

 
デジタルを活用した考えられる取組例 

・地元企業向けECプラットフォーム開発 ・スマート農業の導入（IoT、AI技術の活用）、伊達市

総合マップ（Web版） 

・森林管理へのドローン・リモートセンシング技術導入・起業・就農相談窓口 

・ふるさと納税ワンストップ特例制度 

 

※１ 令和６年３月に農林水産省が公表した市町村別農業産出額（推計）の令和４年度数値。 
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【目 標】 

本市の魅力を効果的に発信し、地域交流や観光を促進し、交流しやすい環境を整備する

ことで、移住定住の推進をします。 

 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題解決に向けた具体的な施策 

   １-３ 様々な交流による移住定住推進プロジェクト 

指標名 単位 
現状値 
（Ｒ５年度） 

目標値 
（Ｒ11年度） 

観光入込客数（延べ）  人 1,777,615 1,999,627 

移住世帯数 世帯 - 60 

SNSのフォロワー数 
（Ｘ、Facebook、Instagram、YouTube、LINE） 人 12,653 １８，６００ 

 

内  容 

〇道の駅「伊達の郷りょうぜん」などの施設を活用し、観光資源や地域特産品の魅力を効果的

に発信します。本市ならではの食にこだわった商品を強化し、地域交流や観光客の増加を

図ります。また、観光と物産の拠点として情報を発信し市内周遊を推進します。  

〇定住・移住希望者の住宅確保に向け、「伊達市空き家バンク」の充実や住宅取得の支援を強

化します。また、移住者同士のつながりを促進するための交流会を開催し、移住者が安心し

て定住できる環境を整備します。 

〇国際交流員による教育機関や市民向けの英語体験活動を推進し、市民の国際コミュニケー

ション能力を向上させ、多文化共生のまちづくりを進めます。多言語による市の情報発信を

強化し、外国人住民が安心して暮らせる環境を整備します。 

〇SNSやウェブサイトを活用し、地域資源などの本市の魅力を発信します。ターゲットとなる

観光客層に向けた効果的なプロモーションを展開し、本市の魅力を広く発信します。 

〇市民活動支援センターの機能を強化し、市民活動やNPO法人等の設立を支援します。市民

参画によるまちづくりを促進するため、市長への手紙や市民懇談会等を開催し、市民の意

見を反映します。 

 

デジタルを活用した考えられる取組例 

・空き家バンクのデータベースデジタル化 

・空き家バンク・移住定住ポータルサイトによる移住希望者への情報提供 

・地産地消促進のためのデジタル販売システム構築 

・市の魅力・観光資源・特産品情報の発信強化 

・多言語による生活情報・手続き案内の提供 

・市ホームページのリニューアルによる市の魅力発信 
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Ⅱ 基本目標ごとの施策展開② 

 

 

 

 

数値目標 

指標名 基準値 目標値 

出生数（延べ） 
１,３０２人 

（Ｒ１～Ｒ５年度累計） 

1,100人以上 

（Ｒ７～Ｒ１１年度累計） 

20～39歳の人口 
９,３１２人 

（Ｒ５年度） 

▲ ５％以内に抑制 

（Ｒ１１年度） 

 

 

【具体的なプロジェクト】 

２-１                                                       結婚・出産・子育て応援プロジェクト 

２-２ 社会に貢献する人材育成プロジェクト 

２-３ ふるさとへの愛着と誇り醸成プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おらほの子育て日本一 

2 

基本目標 

～若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる～ 
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1  子育て支援の充実で実現する少子化対策  

👉わが国では少子化が進行し、子どもを安心して産み育てる環境づくりが強く求

められています。本市においても、結婚を希望される方に出会いの場を提供するイ

ベントや結婚支援事業を展開しています。 

また、すべての妊産婦と１８歳までの子どもとその家庭を支援する「伊達市版ネ

ウボラ事業」を推進し、それぞれの親子に寄り添った支援を行っています。 

 

👉これまで、本市では急速に進む少子化に対応するため、保育所や認定こども園

の整備・確保、放課後児童クラブの充実、各種の子育て支援サービスや保育サービ

スの拡充を進めてきました。すべての妊産婦、子ども、子育て世帯への相談支援等

として、伊達市こども家庭センターを開所しました。 

さらに、子どもたちが安全に遊べる屋内こども遊び場の運営や１８歳までの医療

費の助成による経済的支援を行っております。 

 

👉しかし、本市の少子化は今後も進むことが見込まれ、核家族化の進行に伴い、

子育て環境も変化しています。このような中、子育てに不安や孤立、負担を感じる

家庭も少なくありません。今後は、現状の支援策を評価し、必要に応じて改定しな

がら、市全体で子どもと子育て家庭を支援する体制をさらに強化する必要があり

ます。 

 

👉地域ぐるみで子育てを支援していくためには、地域コミュニティの活性化を図

ることが重要です。また、家庭の多様なニーズに対応するため、柔軟な支援策を検

討することが必要です。 

これらの取組を通じて、少子化に対処し、子どもを安心して産み育てることがで

きる環境を実現していくことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊達市の現状と課題 
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2  社会変化に対応する子どもの育成  

👉少子高齢化や人口減少のさらなる進行、急速な情報通信技術の革新、社会のグ

ローバル化などにより、ライフスタイルが多様化しており、子どもたちが未来を拓く

人材として成長するために、学校教育が果たす役割は極めて重要です。本市にお

いても、これまで学校の適正規模・適正配置や学校施設・設備の整備を計画的に進

めてきました。 

教育内容については、令和５年度に策定した「第３期伊達市教育振興基本計画」

に基づく生きる力を育む教育、生涯にわたって学び、地域社会で活躍できる生涯

学習の充実を図る取組により、教育環境の整備が進んできました。 

 

👉しかし、今後、デジタル化やグローバル化の一層の進展に伴い、社会環境はさら

に大きく変化することが予想されます。このような社会の中で、たくましく、しなや

かに生き抜くことのできる「生きる力」を育むことがこれまで以上に求められます。 

 

👉さらに、未来を拓く人材の育成に向けた学校教育の総合的な充実を図るた     

め、地域資源を活用した体験学習や国際交流プログラムの拡充など、多様な教育

機会を提供することが重要です。これらの取組を通じて、社会変化に対応できる柔

軟な教育体制を構築し、未来を担う子どもたちの成長を支援することが必要です。 
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【目 標】 

若い世代が結婚し、安心して子どもを産み育てやすい環境を整え、地域全体で

子育てを支援します。 

 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題解決に向けた具体的な施策 

   ２-１ 結婚・出産・子育て応援プロジェクト 

指標名 単位 
現状値 
（Ｒ５年度） 

目標値 
（Ｒ11年度） 

婚姻件数 件 
739 

（H30～Ｒ4）※１ 
700 

（Ｒ7～Ｒ11） 

妊娠中から専門職等の支援を 
受けた人の割合 

％ 87.6 90.0 

今後もこの地域で子育てをしたいと
思う子育て世帯の割合 
（３歳６か月児健診時点） 

％ 7７.０ 80.0 

 

内  容 

〇結婚を希望する方に、出会いの場を提供するイベントや結婚支援事業を展開します。安心し

て結婚・出産ができる環境を提供することを目指します。 

〇すべての妊産婦と１８歳までの子どもとその家庭を支援する「伊達市版ネウボラ事業」を推

進し、それぞれの親子に寄り添った支援を行います。また、保育所や認定こども園の整備・

確保、放課後児童クラブの充実、各種の子育て支援サービスや保育サービスの拡充を進め、

子育て環境の整備を図ります。 

〇こども家庭センターでの相談支援を充実させ、子どもがより良く健やかに育つよう支援策

を検討し、安心して子育てができるよう寄り添った支援を提供します。 

〇１８歳までの医療費の助成による経済的支援を行い、安心して子育てができる環境を整え

ます。 

〇地域コミュニティの活性化を図り、地域ぐるみで子育てを支援する体制を整えます。地域の

子育て支援拠点を充実させることで、子育てに不安を感じる家庭へのサポートを強化し、孤

立感を解消します。 

 

デジタルを活用した考えられる取組例 

・結婚支援イベントのオンライン開催 

・子育て関連手続きのオンライン化 

・子育て情報のデジタル発信 

・子育てＳＮＳによる地域の子育て支援情報 

・相談支援に関する情報発信 

・イベント、施設利用者データベースのＤＸ化 

 

※１ 福島県が公表した人口動態統計（確定数）の概況（福島県）の平成30年から令和４年の5か年分の数値。 
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【目 標】 

子どもたちがデジタル化やグローバル化に対応し、地域や家庭との連携を強化

しながら、たくましく生きる力を育む教育環境を整備します。 

 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題解決に向けた具体的な施策 

   ２-２ 社会に貢献する人材育成プロジェクト 

指標名 単位 
現状値 
（Ｒ５年度） 

目標値 
（Ｒ11年度） 

課外活動 
（ワークショップ、通学合宿体験活
動）に参加した児童数（延べ） 

人 12,486 12,500 

伊達市学力調査で平均正答率が
全国平均を上回る学年数 

学年数 

（小学校６学年） 

（中学校２学年）  

小学校 国語 3学年 
小学校 算数 4学年 

小学校 国語 ６学年 
小学校 算数 ６学年 

中学校 国語 2学年 
中学校 数学 0学年 
中学校 英語 0学年 

中学校 国語 ２学年 
中学校 数学 ２学年 
中学校 英語 ２学年 

 

内  容 

〇学校施設・設備の整備とICT機器の計画的更新を行い、安全で快適な教育環境を提供しま

す。また、小中学校の適正規模・適正配置を進め、教育の質を向上させます。 

〇確かな学力を育むため、幼児教育から中学校教育までの連携を強化し、学力調査結果の活

用や英語教育、ＩＣＴを活用した教育を充実させます。また、道徳教育やキャリア教育を通じ

て、豊かな心と郷土愛を育みます。 

〇デジタル化やグローバル化に対応した新たな教育プログラムを導入し、子どもたちが現代

社会で必要とされるスキルを身につけることができる環境を整えます。特別支援教育や不

登校対策も強化し、すべての子どもが学びやすい環境を整備します。 

〇地域や大学との連携を強化し、地域資源を活用した通学合宿体験活動等（体験合宿）や国際

交流プログラムの拡充を通じて、多様な教育機会を提供します。これにより、子どもたちが

地域社会と密接に関わりながら、総合的な人間力を養うことを目指します。                                                      

〇スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置を拡充し、いじめや不登校など

の心の問題に迅速に対応します。また、多様な学び場で子どもたちの成長を支援します。 

 

デジタルを活用した考えられる取組例 

・学校ICT環境の整備・更新 

・デジタルリテラシー教育の強化 

・地域資源を活用したデジタル体験学習の導入 

・教育DXタブレット端末等を活用した効果的な学習等 
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【目 標】 

子どもたちが地域を知り、愛着を持つことができる機会を創出するとともに、将

来の伊達市を支える人材の育成を目指します。 

 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題解決に向けた具体的な施策 

 

指標名 単位 
現状値 
（Ｒ５年度） 

目標値 
（Ｒ11年度） 

スクールコミュニティ利用者数 人 54,609 ５５,６４０ 

高校生による地域活性化のための 
研究・企画数 

企画 
36 

（Ｒ１～Ｒ5） 
45 

（Ｒ７～Ｒ11） 

 

   ２-３ ふるさとへの愛着と誇り醸成プロジェクト 
 

内  容 

〇地域の歴史や文化を学び、ふるさとへの愛着と誇りを育むために、地域資源を活用した体

験学習を推進します。福島大学や市内高等学校等と連携し、地域との交流を深める教育を

推進します。 

〇学校・地域の連携を強化し、スクールコミュニティの取組を充実・拡大させます。地域との協

働を通じて、子どもたちが地域社会と密接に関わりながら、人間性を養うことを目指しま

す。 

〇本市の魅力を市内外に発信するため、写真・動画によるプロモーション活動を積極的に推進

します。これにより、地域の魅力を広く伝え、ふるさとへの愛着と誇りを醸成します。 

〇青少年が夢と希望を持って健やかに成長できるよう、市民会議が中心となり、家庭・学校・

地域と連携して青少年の健全育成に努めます。 

 

デジタルを活用した考えられる取組例 

・オンラインスクールコミュニティの構築 

・デジタルツールを活用した地域交流プログラムの提供 

・電子図書館の充実 
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Ⅱ 基本目標ごとの施策展開③ 

 

 

 

数値目標 

指標名 基準値 目標値 

お達者年齢 

（健康寿命） 

男：82.67歳 

女：86.08歳                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

（Ｒ元年度）※１ 

男：83.21 歳 

女：86.21 歳 

（Ｒ７年度） 

伊達市に住み続けたい

と思う市民の割合 

80.９% 

（Ｒ５年度） 

8５.0% 

（Ｒ11 年度） 

 

 

【具体的なプロジェクト】 

３-１ 元気な市民の生涯活躍プロジェクト 

３-２ ともに紡ぐ協働のまちづくりプロジェクト 

３-３ 連携による持続可能な地域づくりプロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

“せっかくどうもない” 
3 

基本目標 

～生きがいをもって暮らす地域共生社会をつくる～ 

※１ 令和3年３月に福島県が公表した2019年福島県市町村別「お達者度」の算定についての令和元年度数値。 
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1 生涯元気なまちづくり  

👉「健幸都市」とは、市民一人ひとりが健康で生きがいを持ち、安全・安心で豊かな

生活を営むことができるまちを指します。本市では、健康づくりを社会全体の課題

と捉え、市民が元気に暮らすことが社会貢献になるという考えのもと、令和４年度

に「第２次伊達市健幸都市基本構想・基本計画」を策定し、これに基づく取組を推進

してきました。 

これまで、本市では平成26年度に「元気づくり会」をスタートさせ、令和5年度末

には147の集会所で健康づくりのための活動が行われています。運動による体の

健康づくりと交流による心の健康づくりを推進し、市民の健康意識の向上に努め

ています。 

 

👉しかし、本市の高齢化は、国や福島県、県内１３市平均を大幅に上回る速度で進

行しており、今後さらに加速することが予想されています。このため、健康寿命を

延ばす取組がますます重要となってきます。今後は、引き続き「歩く」ことを健康づ

くりの基軸に位置づけ、運動習慣づくりや健幸意識の醸成を市民と一体となって

進めていく必要があります。 

また、健康づくりに関する情報発信を強化し、市民の自主的な健康維持・増進活

動を促進していくことも必要です。 

 

2 市民との協働による地域コミュニティ強化  

👉少子高齢化と人口減少が進行する中、地域コミュニティの維持・強化は重要な

課題となっています。現在、地域の課題を共助によって解決するために、町内会や

地域自治組織などが活動していますが、担い手不足や参加者の減少、活動の停滞

がみられます。これは特に高齢化と人口減少の急速な進行に起因しています。地域

コミュニティの機能低下は、地域住民の生活に直接的な影響を及ぼすため、今後は

地域コミュニティ機能の維持を図っていく必要があります。 

また、高齢者支援として、地域包括ケアシステムの充実を図り、高齢者が住み慣

れた地域で自分らしい暮らしを続けられる環境づくりを進める必要があります。 

 

👉地域福祉の分野でも、住民主体の活動が重要です。地域福祉計画をもとに、社

会福祉協議会や地域福祉団体、ボランティア団体との連携を強化し、地域全体で支

え合う仕組みを構築することが求められます。多様な主体の参画を促し、地域共生

社会の実現を目指すことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

伊達市の現状と課題 
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3 交通網の充実と他地域との連携  

👉本市では、市内を縦横に走る国道4路線を骨格とし、県道、市道などの道路網

が整備されており、さらに東北中央自動車道（相馬福島道路）が市内を横断し、４

箇所のインターチェンジが設置されています。このような道路網の充実は、市内外

の移動を容易にし、地域経済の発展に結びついています。 

 

👉高齢化の進行により、公共交通のニーズが高まる一方で、若者の流出や人口減

少が進行すると、交通網の維持が難しくなります。特に公共交通に関しては、阿武

隈急行線やＪＲ東北本線、民間バス、デマンド交通などが運行されていますが、利

用者の減少や運行コストの増加が課題となっています。持続可能な公共交通網の

構築には、地域の実情に応じた柔軟な対応が必要です。 

このような対応には、デジタル技術の活用や地域住民、企業との連携を図りな

がら、市民がわかりやすい公共交通網の形成を進めていく必要があります。 

 

👉市民の日常生活圏が市の行政区域を越えているなか、少子高齢化への対応に

は広域連携が不可欠であり、医療・福祉サービスや公共インフラの効率的運用、人

材の育成と共有、子育て支援の充実、地域経済の活性化、各自治体が資源を共有

することで、住民の生活の質を維持・向上させていくことが必要です。 
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【目 標】 

市民が住み慣れた地域の中で元気に住み続け、それぞれの能力を発揮し、生き

がいを感じながら安心して暮らすことができる地域社会の実現を目指します。 

 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題解決に向けた具体的な施策 

指標名 単位 
現状値 
（Ｒ５年度） 

目標値 
（Ｒ11年度） 

健幸ポイント事業の登録者数 人 3,436 7,200 

「元気づくり会」の会場数 会場 147 220 

週に30分以上運動に取り組む市民の 
割合  

％ 31.2 40.0 

 

内  容 

〇世代を超えて気軽に取り組める「歩く」ことを健康づくりの基軸に位置づけ、地域に根ざし

たウォーキングイベントや歩きたくなる環境整備を推進します。また、ポイント制度を活用し

た健康づくりプログラムを提供し、市民の運動習慣の定着を図ります。 

〇健康無関心層に対する運動のきっかけづくりや元気づくり会、健幸クラブFine等の実施に

より介護・生活習慣病の予防につなげ、健康寿命の延伸を図ります。 

〇健康づくりに関する情報発信を強化し、市民の自主的な健康維持・増進活動を促進します。

情報提供や啓発活動を通じて、健康づくりの重要性を広く周知します。 

〇市民のスポーツへの関心を高めるため、スポーツに関する広報・啓発活動を推進し、各種大

会・イベント等を開催することで、スポーツ活動の普及促進を図ります。 

〇地域内外の人々が世代を超えて交流し、地域社会の絆を深める機会を提供します。また、地

域外からの訪問者や関心を持つ人々を積極的に受け入れ、地域の魅力を伝えることで、新

たなつながりを生み出します。 

 

デジタルを活用した考えられる取組例 

・健康情報のデジタル発信強化 

 

  ３-１ 元気な市民の生涯活躍プロジェクト 
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【目 標】 

市民と行政が協働してまちづくりを進めるとともに、世代間交流や市民・市民団

体、民間企業等の多様な主体の参画を促し、共助に支えられた活力ある地域社会

の実現を目指します。 

 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題解決に向けた具体的な施策 

 ３-２ ともに紡ぐ協働のまちづくりプロジェクト 

指標名 単位 
現状値 
（Ｒ５年度） 

目標値 
（Ｒ11年度） 

住民同士の支え合いに取り組む 
地区数 

地区 ８ 10 

交流館の利用者数 人 190,239 300,000 

地域活動に参加したいと思う人の 
割合 ％ 39.6 55.0 

 

 

内  容 

〇地域の課題解決に向け、市民と行政が協働で取り組む体制を強化します。自治会や地域自

治組織の活動を支援し、地域住民が主体となって交流や支え合いの機会を増やすことで、

活力ある地域社会を実現します。また、緊急時や災害時の支援体制強化の取組も推進し、安

全で安心して暮らせる社会を目指します。 

〇地域包括ケアシステムを充実させ、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせる環境を整

備します。地域包括支援センターの機能強化や在宅医療・介護の連携、介護者の負担軽減に

努め、健康づくりや介護予防のための活動を推進します。さらに、高齢者が生きがいを持っ

て社会参加できるよう、学習・スポーツ・文化活動の促進やシルバー人材センターの支援を

行います。 

〇ボランティア活動の促進や地域福祉団体との連携を強化し、多様な主体が参画する地域共

生社会の実現を目指します。ボランティア人口の増加や効果的な活動の展開に向けた支援

を行い、住民主体の支え合い活動や交流機会の創出を支援します。また、地域福祉計画に

基づき、社会福祉協議会や地域福祉団体との協働を進め、地域全体で支え合う仕組みを構

築します。 

 

デジタルを活用した考えられる取組例 

・地域住民の交流と活動の場のＩＣＴ環境の整備（Ｗｉ-Ｆｉ整備等） 

・自宅で運動可能な動画サービスの提供 
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【目 標】 

日常生活を支える公共交通網を整備するとともに、地域内外の連携を進め、持

続可能な地域づくりを目指します。 

 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題解決に向けた具体的な施策 

 ３-３ 連携による持続可能な地域づくりプロジェクト 

指標名 単位 
現状値 
（Ｒ５年度） 

目標値 
（Ｒ11年度） 

伊達市内の公共交通利用者数   人 
1,503,430 

（R4）
※１

 
1,819,000 

他の地方自治体等と連携した 
施策の実施数 

件 20 27 

 

内  容 

〇「伊達市地域公共交通計画」および「伊達市地域公共交通利便増進実施計画」に基づき、デ

マンド交通をはじめ市民ニーズを踏まえた路線やダイヤの見直し、連携・接続の充実を図

ります。公共交通網の再編を進め、利便性の向上を目指します。 

〇「ふくしま田園中枢都市圏」における各種連携事業を推進し、地域経済の活性化や住民が

安心して快適に暮らせる圏域づくりを進めます。他地域との連携を強化し、広域的な交通

網の整備を進めることで、観光やビジネスの活性化、地域間の交流促進を図ります。これ

により、持続可能な地域づくりを目指します。 

〇地域の要望を踏まえ、歩きたくなる道づくりの視点を加えながら、市道網の整備を計画

的・効率的に進めます。市道の維持管理を促進し、地域住民が主体的に関わることで、道

路環境の向上を図ります。 

 

デジタルを活用した考えられる取組例 

・公共交通網最適化のためのデジタル情報収集 

 

※１ JR 利用者について、令和４年度実績値からの見込み（県統計年鑑からの引用） 

 


